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 ＜災害即報＞ 

 ４ 第４号様式 

  (1) 第４号様式（その１）（災害概況即報） 

    災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段階で被害状況が十分把 

   握できていない場合（例えば、地震時の第１報で、死傷者の有無、火災、津波の発生の有無等を報告する 

   場合）には、本様式を用いること。 

   ア 災害の概況 

   （ア）発生場所、発生日時 

      当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。 

   （イ）災害種別概況 

     a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流等の概況  

      b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況 

     c 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況 

     d 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況 

     e その他これらに類する災害の概況 

イ 被害の状況 

     当該災害により生じた被害の状況について、判明している事項を具体的に記入すること。その際特 

    に人的被害及び住家の被害に重点を置いて記入すること。 

     １１９番通報の件数を記入する欄については、第３ 直接即報基準に該当する災害において、市町村

から消防庁に直接報告をする際に記入すること。 

     なお、１１９番通報件数については、災害対応の初期段階において、災害の規模を推察する上で重要

な情報となるため、集計が困難な場合は、入電の多寡について可能な限り報告をすること。 

   ウ 応急対策の状況 

   （ア） 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等（以下「災害対策本部等」

という。）を設置した場合にはその設置及び廃止の日時を記入すること。 

なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置するなど、当該欄に記入できない場合には、任意の

様式を用いて報告をすること。 

また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場所以外に災害対策本部等が設置されるなど特

記すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。 

（イ） 消防機関等の活動状況については、地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組

織法第 39 条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で

記入すること。 

（ウ） 自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、その日時及び内容を記入すること。 

（エ） その他都道府県又は市町村が講じた応急対策については、避難所の設置状況、他の地方公

共団体への応援要請等について記入すること。 

また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいては、警報の 

伝達、避難指示等の発令状況等の警戒・避難対策について記入すること。なお、避難指示等

の発令状況については、第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。 

  (2) 第４号様式－その２（被害状況即報） 

     管内の被害状況や避難に関する状況等を把握できる段階に至った場合、本様式を用いること。 

    ア 各被害欄 

     原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額については、省略す 

    ることができる。 

     なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点における断水戸数、

通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。 

   イ 災害対策本部等の設置状況 

     当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置 

    した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。 

    ウ 災害救助法適用市町村名 
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     市町村毎に、適用日時を記入すること。 

    エ 災害の現況 

     災害の現況欄には次の事項を記入すること。 

   （ア）災害の発生場所 

      被害を生じた市町村名又は地域名 

   （イ）災害の発生日時 

      被害を生じた日時又は期間 

   （ウ）災害の種類、概況 

      台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し等 

   オ 応急対策の状況 

消防機関等の活動状況について記入するとともに、自衛隊の災害派遣要請を行った場合にはその日時

及び内容を記入すること。 

また、その他の欄については、避難所の設置状況、災害ボランティアの活動状況等を記入すること。 

 

○消防庁への被害状況等の報告先 

 

                  区 分 
 

 回線別 

 

平日（９：３０～１８：１５） 
 

※応急対策室 

 

左 記 以 外 
 

※宿直室 
 

 ＮＴＴ回線 
 電 話  ０３－５２５３－７５２７  ０３－５２５３－７７７７ 

 ＦＡＸ  ０３－５２５３－７５３７  ０３－５２５３－７５５３ 

 消防防災無線  電 話  ７－２７－９０－４９０１３  ７－２７－９０－４９０１２ 

 ＦＡＸ  ７－２７－９０－４９０３３  ７－２７－９０－４９０３６ 

 地域衛星通信 

 ネットワーク 

 電 話  ＴＮ－０４８－５００－９０－４９０１３  ＴＮ－０４８－５００－９０－４９１０２ 

 ＦＡＸ  ＴＮ－０４８－５００－９０－４９０３３  ＴＮ－０４８ー５００ー９０－４９０３６ 

    （注）ＴＮは、各地方公共団体固有の衛星回線選択番号を示す。 
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第１号様式 （火災）

第　　　　報報

年 月 日 時 分

月 日 時 分 （ 月 日 時 分 ）

（ 月 日 時 分 ） 月 日 時 分

死者（性別・年齢） 人

負傷者　重症 人

中等症 人

軽症 人

構造 建築面積 ㎡

階層 延べ面積 ㎡

棟 建物焼損床面積 ㎡

棟 建物焼損表面積 ㎡

棟 　林野焼損面積 ha

棟

世帯

消防本部（署） 台 人

消 防 団 台 人

台・機 人

その他参考事項

死 傷 者

建 物 の 概 要

※　特定の事故を除く。

火 災 種 別

ぼ　や

　１　建物　２　林野　３　車両　４　船舶　５　航空機　６　その他

出 火 場 所

出 火 日 時 ( 鎮 圧 日 時 )

報告者名

報告日時

都道府県

消防庁受信者氏名
市町村

（消防本部名）

用 途 (代表者氏名)

出 火 箇 所 出 火 原 因

（覚知日時） 鎮 火 日 時

火元の業態・ 事 業 所 名

死者の生じた

理 由

焼 損 程 度

全　焼

計 棟 焼 損 面 積
焼損 半　焼

り 災 世 帯 数 気 象 状 況

棟数 部分焼

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

災害対策本部
等の設置状況

その他（消防防災ヘリコプター等）

消防活動状況

救 急 ・ 救 助

活 動 状 況
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第２号様式 （特定の事故） 第　　　　報報

年 月 日 時 分

事故名

レイアウト第一種、第一種、

第二種、その他

死者（性別・年齢） 人 人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人

人

人
台
人
台
人
機
人

人

警戒区域の設定 月 日 時 分 人

使用停止命令 月 日 時 分 人

その他参考事項

事 故 種 別 　１　火災　２　爆発　３　漏えい　４　その他(　　)

分

日 時

発 見 日 時

時
（ 月 日 時

１　石油コンビナート等特別防災区域内の事故
２　危険物等に係る事故
３　原子力施設等に係る事故
４　その他特定の事故

報告日時

都道府県

市町村
（消防本部名）

月

発 生 場 所

事 業 所 名 特別防災区域

消防庁受信者氏名

日 時

報告者名

月 日
分 ）

(処理完了) (

月 日
分

（ 覚 知 日 時 ）
分

分

発 生 日 時

施 設 の 区 分 １　危険物施設　２　高危混在施設　３　高圧ガス施設　４　その他(　　　　　)

施 設 の 概 要
危険物施設の

区 分

気 象 状 況

物 質 の 区 分
1 危険物　2 指定可燃物　3 高圧ガス　4 可燃性ガス
5 毒劇物　6 RI等        7 その他(　　　　　)

物 質 名

消 防 覚 知 方 法

鎮火日時

時

月

)

死 傷 者

負傷者等

重 症

中等症

軽 症

事 故 の 概 要

出 場 機 関 出場人員 出場資機材

事
業
所

自衛防災組織

消 防 防 災 共同防災組織

活 動 状 況

救 急 ・ 救 助 消 防 団

活 動 状 況 消 防 防 災 ヘ リ コ プ タ ー

そ の 他

及 び 消 防 本 部 ( 署 )

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

そ の 他

災 害 対 策 本 部
等 の 設 置 状 況

海 上 保 安 庁

自 衛 隊

4-2-12
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第３号様式 （救急・救助事故・武力攻撃災害等）

第　　　　報報

年 月 日 時 分

消防庁受信者氏名

月 日 時 分
（ 月 日 時 分 ）

死者（性別・年齢） 負傷者等 人 ( 人 )

人 ( 人 )

計 人 人 ( 人 )

不明 人 人 ( 人 )

その他参考事項

（注）　負傷者欄の（　　）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。

事故等の概要

死 傷 者

救助活動の要否

１　救急事故　２　救助事故　３　武力攻撃災害　４　緊急対処事態における災害

発 生 場 所

発 生 日 時

報告日時

都道府県

市町村
（消防本部名）

報告者名

事故災害種別

覚 知 方 法
（覚知日時）

重 症

中 等 症

軽 症

要救護者数(見込) 救 助 人 員

消防･救急･救助

活 動 状 況

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分
　　　かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていな
　　　い旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

災害対策本部

等の設置状況

4-2-13
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第４号様式 （その１）

年 月 日 時 分

月 日 時 分

被
害
の
状
況

人的
被害

不　明 人

死　者 人

（災害概況即報） 報告日時

都道府県

消防庁受信者氏名
市町村

（消防本部名）

報告者名

災
害
の
概
況

発生場所 発生日時

災害名　　　　　　　　　　　　（第　　報）

重傷 人

住家
被害

全壊

半壊 棟

棟 床上浸水 棟

（都道府県）

未分類 棟

119番通報の件数

人
一部破損 棟

軽傷

棟 床下浸水

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）
　　　分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれて
　　　いない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
（注）　住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。

消 防 機 関 等 の
活  動  状  況

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等につ
いて、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。）

自 衛 隊 派 遣
要 請 の 状 況

応
急
対
策
の
状
況

（市町村）

設 置 状 況

災害対策本部等の
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第
４

号
様

式
（

そ
の

１
）

　
別

紙

都
道

府
県

名

（
避

難
勧

告
等

の
発

令
状

況
）

発
令

日
時

発
令

日
時

発
令

日
時

発
令

日
時

対
象

世
帯

数
(
※

)
対

象
人

数
(
※

)
解

除
日

時
対

象
世

帯
数

(※
)

対
象

人
数

(
※

)
解

除
日

時
対

象
世

帯
数

(※
)

対
象

人
数

(※
)

解
除

日
時

対
象

世
帯

数
(
※

)
対

象
人

数
(
※

)
解

除
日

時

※
　

対
象

世
帯

数
等

を
確

認
中

の
場

合
は

、
空

欄
に

せ
ず

「
確

認
中

」
と

記
載

す
る

こ
と

。

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

市
町

村
名

避
難

指
示

（
緊

急
）

避
難

勧
告

避
難

準
備

・
高

齢
者

等
避

難
開

始
災

害
発

生
情

報
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（その２）

被　　　　　害

災害名 ha

ha

ha

ha

箇
所
箇
所
箇
所

被　　　　　害
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

棟
箇
所

世
帯

箇
所

人 隻

棟 戸

世
帯

回
線

人 戸

棟 戸

世
帯

箇
所

人

棟

世
帯

人

棟
世
帯

世
帯

人

人 件

棟 件

棟 件

電 話

電 気

一 部 破 損

ガ ス

ブ ロ ッ ク 塀 等

そ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
他

田

河 川

住
　
　
　
　
家
　
　
　
　
被
　
　
　
　
害

鉄 道 不 通

被 害 船 舶

半 壊

水 道

流失・埋没

災 害 名 冠　　　　水

第4号様式

　（被害状況即報）　　

都 道 府 県 区　　　　　　　　　　　　分

・ 第　　　　　　　　　　報
畑

流失・埋没

報 告 番 号 冠　　　　水

全 壊

崖 く ず れ

（　　　月　　　日　　　時現在） 文 教 施 設

報 告 者 名
病 院

道 路

区　　　　　　　　　　　　分 橋 り ょ う

人
的
被
害

死 者

行 方 不 明 者 港 湾

非
住
家

公 共 建 物 危 険 物

そ の 他 そ の 他

床 上 浸 水

床 下 浸 水

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

火
災
発
生

建 物

負
傷
者

重　　　　傷 砂 防

軽　　　　傷 清 掃 施 設
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被　　　　　害

千円

千円

千円

千円

千円

団体

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

自衛隊の災害派遣 その他

すること。

応
　
急
　
対
　
策
　
の
　
状
　
況

消
防
機
関
等
の
活
動
状
況

※１　被害額は省略することができるものとする。

※２　１１９番通報の件数は、１０件単位で、例えば約１０件、３０件、５０件（５０件を超える場合は多数）と記入

等
　
の
　
設
　
置
　
状
　
況

都
道
府
県

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等を記入すること。）

 １１９番通報件数 件 

市
町
村

適
用
市
町
村
名

計　　　　　　　　　　　　　　　団体

そ の 他

被 害 総 額

災
害
の
概
況

公 立 文 教 施 設

農 林 水 産 業 施 設

区　　　　　　　　　　　　分

水 産 被 害

公 共 土 木 施 設

そ の 他 の 公 共 施 設

小 計

公共施設被害市町村数

そ
　
　
　
　
の
　
　
　
　
他

農 業 被 害

林 業 被 害

畜 産 被 害

災
　
害
　
対
　
策
　
本
　
部

災

害

救

助

法

商 工 被 害
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